
整 備 計 画 書（南台一・二丁目地区） 

 

１．整備地区及び重点整備地区の区域 

（１）整備地区 

 名 称：南台一・二丁目地区  所在地：東京都中野区南台一・二丁目の全域  面 積：２５．８ha 

（２）重点整備地区 

 名 称：中野南台地区  所在地：東京都中野区南台一・二丁目の全域  面 積：２５．８ha 

 

２．整備地区の整備の基本的方針 

（１）整備地区の概要 

ア．立地 

 当該地区は中野区南端に位置し、渋谷区、新宿区に隣接しており、幹線道路として、地区西側に中野

通り、地区北側に方南通りがある。 

イ．地区の形成経緯 

 地区の形成は、都市基盤整備が進まないままに、関東大震災後、戦後復興期、高度成長期に急激に人

口が増加し、東京都区部でも有数の住宅密集地区となっている。このため、細街路や行き止まりの道路

が多く、また宅地の細分化等により、区の中でも特に災害時の危険度が高い地区となっている。 

 平成１２年２月に防災街区整備地区計画を都市計画決定し、平成２１年４月に広域避難場所１２０ｍ

の区域について防火地域、最低限高度７ｍに指定、都市計画変更を行った。 

（２）整備地区の現況 

ア．土地利用の現況 

 平成２３年１０月現在の土地利用は、住宅系が１３．６５haで総面積の５２．９％を占め、その他商

業・業務系が０．１３haで０．５％、工場・倉庫が０．３４haで１．３％となっている。 

 道路・公園の公共施設では、道路（公道・私道等を含む）が３．５６haで総面積の１３．８％、公園・

広場系が０．９７haで３．８％を占める。 

 生活環境施設としては、官公庁施設は０．０４haで０．２％、東京大学教育学部付属中等教育学校（４．

７４ha）の他、町内会館や寺社を含む教育文化施設は、４．８４ha で１８．８％、厚生医療施設は０．

０１haで０．０４％である。特にまとまった敷地を有する公共施設が少ない中野区南部一帯では、オー

プンスペースである校庭を抱えた東京大学教育学部付属中等教育学校は、地区面積の１８．４％を占め

る貴重な財産である。 

 その他、空家・未利用地・駐車場・水路を合わせると２．２７haとなる。 

 

別記様式第４ 



   【土地利用現況】 

土地利用現況 面積(ha) 
構成比 

(％) 
土地利用現況 面積(ha) 

構成比 

(％) 

住宅 

戸建住宅 7.06 27.4 生活 

環境 

施設 

官公庁施設 0.04 0.2 

共同住宅 6.59 25.5 教育文化施設 4.84 18.8 

小  計 13.65 52.9 厚生医療施設 0.01 0.0 

商 業・業 務 0.13 0.5 
空家・未利用地・ 

駐車場・水路 
2.27 8.7 

工 場・倉 庫 0.34 1.3 

合   計 25.81 100.0 公共 

施設 

道 路 3.56 13.8 

公園・広場系 0.97 3.8 

 

イ．住宅等の現況 

① 建物等の現況 

 平成２３年１０月現在の建築物総棟数は１，３３９棟で、住宅系が１，３０１棟で全体の９７．２％

を占める。全建築物中木造及び防火造が５７．２％を占め、準耐火造及び耐火造は４２．８％である。 

   【建物等現況（棟数）】 

 計 

構

造

別 

木 造 69 (5.1％） 

防火造 697 (52.1％） 

準耐火造 252 (18.8％） 

耐火造 321 (24.0％） 

計 1,339 (100 ％） 

 

 平成２３年１０月現在の総住宅戸数は３，９９４戸で、木造及び防火造が１，４４９戸で３６．３％、

準耐火造及び耐火造２，５４５戸で６３．７％となり、住宅戸数密度は１５４．８戸／haである。 

   【建物等現況（戸数）】 

 計 

構

造

別 

木 造 79 (2.0％） 

防火造 1,370 (34.3％） 

準耐火造 431 (10.8％） 

耐火造 2,114 (52.9％） 

計 3,994 (100 ％） 

 

② 老朽住宅の現況 

 「住宅市街地総合整備事業制度要綱」の別表・建築物の老朽度判定の測定基準に従い、耐用年数に

対する老朽度、外壁等の耐火性、接道条件等をもとに、各住宅の老朽度を判定し、当該地区の老朽住

宅棟数並びに戸数の概要を調べた。 

 住宅戸数での集計結果によれば、老朽度評点が１３０点以上のものが１，９２７戸で、総住宅戸数

の４７．０％を占めている。次の老朽度評点が１００点以上１３０点未満のものが５３７戸で１３．

１％、１００点未満が１，６３７戸で３９．９％を数える。 

 この結果から、換算老朽住宅戸数を求めると２，３５６戸で、総住宅戸数に対する換算老朽住宅戸



数の割合は５７．４％におよぶ。 

 評点１３０点以上の老朽住宅について、構造別に区分してみると、木造＋防火造が１，４３４戸で

７４．４％を占めている。 

   【老朽度評点】 

 
老  朽  度  評  点 

130点以上 
100点以上 

130点未満 
100点未満 計 

 構造 

戸

数 

木 造 79 0 0 79 

防火造 1,355 8 5 1,368 

準耐火造 101 117 217 435 

耐火造 392 412 1,415 2,219 

計 1,927 537 1,637 4,101 

棟数 847 78 326 1,295 

 

ウ．公共施設及び生活環境施設の現況 

① 幹線道路の整備状況 

 当該地区の幹線道路には、北端を東西に伸びる都市計画道路補助６２号線（方南通り）と、西端を

南北に伸びる補助２６号線（中野通り）の２路線がある。 

 この２路線の内、補助６２号線（中野通りとの交差部から渋谷区境までの区間、距離８９０ｍ）は、

第二次事業化計画の前期事業化路線に位置付けられ、現在事業中である。 

② 区画道路の整備状況 

 上記の幹線道路２路線を含む公道及び私道を幅員別に、延長距離と面積を算出すると、幅員４ｍ未

満の狭隘道路は総延長の５７．９％に当る５，４４９ｍ、総面積では３８．２９％を占めている。 

 また、当該地区は狭隘道路の問題に加えて、行き止まり道路や屈折した道路等も多く見受けられ、

消防活動困難区域の問題も抱えている。 

   【道路幅員別現況】 

 延   長 面   積 

実数(ｍ) 構成比 実数(㎡） 構成比 

1.8m未満  38 0.41％ 65 0.16％ 

1.8ｍ以上2.7m未満 763 8.31％ 1,872 4.49％ 

2.7.ｍ以上3.6m未満 3,013 32.81％ 8,654 20.76％ 

3.6.ｍ以上4.0m未満 1,503 16.37％ 5,368 12.88％ 

4.0ｍ以上6.0m未満 1,980 21.56％ 9,281 22.27％ 

6.0ｍ以上9.0m未満 86 0.94％ 523 1.25％ 

9.0ｍ以上12.0m未満 357 3.89％ 2,959 7.10％ 

12.0ｍ以上15.0m未満 0 0.00％ 0 0.00％ 

15.0ｍ以上 1,444 15.72％ 12,960 31.09％ 

計 9,184 100.00％ 41,682 100.00％ 

 

③ 公園･広場の整備状況 

 当該地区の公園・広場は平成２８年２月２７日に南台いちょう公園が完成し、区立公園３ヵ所、広

場１ヵ所で、面積は合計で１１，０２１㎡である。 



 令和４年４月１日現在の人口に対する一人当たりの公園面積は、１．６５㎡／人で、中野区一人当

たりの平均公園面積１．３３㎡／人に対し若干ではあるが上まわる。 

   【公園・広場整備状況】 

種  別 名  称 面  積 

区立公園 

区立前原公園 

区立みなみの広場 

区立南台いちょう公園 

518㎡  

296㎡  

10,035㎡  

広  場 新山通防災広場 172㎡  

計  11,021㎡  

 

④ 生活環境施設の現況 

 教育施設では、南台一丁目地内に東京大学教育学部付属中等教育学校があるが、同校に隣接してい

た東京大学海洋研究所は、平成２１年度に移転した。 

 その他、方南通り沿いには中野消防署南中野出張所、新山通り沿いには公益法人新山町会事務所、

南台商店街沿いには南台商店街会館があるほか、寺社が１件ある。また、１件の公衆浴場が営業を続

けている。 

 

（３）整備地区の課題 

 中野区では、戦後の高度経済成長期から急速な市街化の進行により、宅地の細分化から未接道敷地等が

多く発生し、現在区の大半が木造住宅の密集地域である。特に南台一、二、四丁目は不燃領域率が低く、

大地震発生時の大規模火災の危険が高いと指摘されている。このため、東京都は『防災都市づくり推進計

画』（平成８年度策定、令和４年３月改定）の中で、南台一・二丁目地区を含む一帯の地域を整備地域に指

定している。 

 当該地区の全般的な課題としては、第一に、広域避難場所である東京大学附属中等教育学校一帯の安全

性や収容能力の向上を図るとともに、周辺地域の不燃化を促進すること。第二に幹線道路の整備と沿道地

区の不燃化促進による延焼遮断帯の形成と機能強化を図ること。第三に面的な基盤整備と不燃化を推進す

ることである。以下４項目に分け、更に詳細に課題をあげてみる。 

ア．土地利用 

① 幹線道路沿道地区（中野通り、方南通り沿道）における、土地の高度利用の推進及び延焼遮断帯の形

成と安全な避難路の確保。 

② 新山通りや南台商店街の沿道地区における、地域活性化のための商店街の育成及び商業・業務機能と

後背住宅地との調和。 

③ 住宅地における、敷地の細分化や建て詰まりの改善。 

イ．都市基盤について 

① 広域避難場所である東京大学附属中等教育学校一帯に、南台いちょう公園を整備。 

② 補助６２号線（方南通り）の早期事業完了及び補助２６号線（中野通り）の早期事業化。 

③ 消防活動困難区域解消に向けての主要生活道路のネットワーク化。 

④ 狭隘道路の拡幅整備とスミ切りの確保。 

⑤ ポケットパーク等オープンスペースの確保。 

ウ．建築物・住宅について 

① 耐火建築物への建替え誘導。 

② 適正な人口構成に向けた良質な都市型住宅の供給。 

③ 適切な住戸規模、設備をもった共同住宅への建替えを誘導。 



④ 従前居住者対策の構築。 

⑤ 敷地の細分化防止、隣棟間隔の最低限度の確保。 

⑥ 共同・協調建替え等の推進。 

⑦ 広域避難場所西側の地区集散道路第１号を特定地区防災施設に指定。 

エ．その他 

① 緑化の推進。 

② 高齢地権者の生活再建への支援。 

 

（４）整備地区の整備の方針 

 国土交通省住生活基本計画、東京都防災都市づくり推進計画、東京都防災街区整備方針、東京都木密地

域不燃化１０年プロジェクト、中野区都市計画マスタープラン、中野区住宅マスタープラン、中野区地域

防災計画、中野区みどりの基本計画、南台一・二丁目地区の防災街区整備地区計画等を踏まえ、次のとお

り設定する。 

ア．整備の基本構想（別添整備地区計画図） 

 当該地区は、基盤整備の立ち遅れた木造老朽住宅の密集地であり、狭小敷地をはじめとした建て詰ま

りによる住環境の悪化ばかりでなく、防災上極めて問題の多い地区であることから、木造老朽住宅等を

中心に、不燃化・共同化を積極的に促進することにより、良質な住宅供給と住環境の整備を進め、良好

かつ安全な住宅市街地の形成に努める。 

 また、広域避難場所周辺の面的な不燃化を重点的に促進するとともに、避難経路として主要生活道路

のネットワーク化を図る。そして、広域避難場所である東京大学附属中等教育学校一帯に、南台いちょ

う公園を整備し、避難地としての安全性や収容能力の向上を図る。 

 整備に際しては多様な事業制度を重層的に活用し、整備の促進を図る。 

イ．防災性の向上に関する基本方針及び実現方策 

 当該地区の不燃領域率は、平成２８年度末現在６２．８％（平成２９年３月）と基礎的安全性が確保

できる４０％を越えているが、更に有効な公共空間の確保と不燃化の誘導に努める。また、消防活動困

難区域は０．９５ha、区域率３．８％であるが、地区施設道路の拡幅によりその解消に努める。 

ウ．老朽住宅等の建替えの促進に関する基本方針及び実現方策 

① 老朽住宅等の建替えを進めるにあたっての基本的な考え方 

 老朽住宅等は大規模な地震が発生した場合、密集市街地にあっては集団火災を招く誘引となる可能

性が高い。老朽住宅等の建替え促進は、住宅水準の向上だけでなく、総合的な住環境の改善、防災性

の向上のため、必要なものである。特に狭小敷地及び建替え不能敷地の解消に大きな効果を持つ、共

同建替えは積極的に推進する必要がある。 

 そのため、社会資本整備総合交付金制度を活用して、老朽住宅等の除却買収を進めながら過密住宅

の解消、住環境の改善、防災性の向上を図るとともに、従前居住者が地区内に住み続けられる等、従

前居住者対策を積極的に行う。 

 また、周辺環境から延焼の危険性が高い建築物や共同建替え等のまちづくり事業の種地となる老朽

建築物については積極的にその除却買収を進める。 

② 建替え促進事業の活用による共同建替えの推進及びその他の助成の考え方 

(ｱ) 建替え促進事業の活用による共同建替えの推進 

 当該地区の敷地６０㎡未満の建物棟数は２７８棟で、総建物棟数の２０．８％、接道幅不足路地

状敷地件数は１５８件で総建物棟数の１１．８％となっている。これらの建替えが困難となる場合

も想定されるため、共同建替えを推進する。共同建替えを行なうにあたっては、「中野区木造住宅密

集地域整備促進事業建替補助要綱（平成４年中野区要綱第６３号）」の規定要件を満たす場合、除却

費、建築設計費、共同施設整備費の一部が補助されるが、賃貸住宅の確保という要件があるため、



従前権利者の床面積の確保が困難となる場合があった。このため、賃貸住宅の確保という要件をは

ずし、一層使いやすい制度とするべく要綱改正を行なう。 

(ｲ) その他建替え促進に係る助成の活用 

 中野通り、方南通りの幹線道路沿道地区については「都心共同住宅供給事業」により土地の高度

利用を図るとともに、良質な都市型住宅の供給を図る。 

 また、平成２１年度より「東京大学附属中等教育学校周辺地区」を不燃化促進区域に指定し、広

域避難場所周辺１２０ｍの範囲について不燃化を進め、防災機能の向上を図る。 

③ コンサルタントの派遣 

 建築計画、資金計画、従前居住者に係る問題等、共同建替えを進めるにあたっての諸問題を解決す

るため、「中野区まちづくりコンサルタント派遣要綱」（平成３年中野区年要綱第１４８号）に基づき

コンサルタントを派遣する。 

④ その他の助成 

 その他当該地区の住環境の改善を促進させるため、「中野区生活道路の拡幅整備に関する条例」（平

成６年条例第２６号）、「中野区みどりの保護、育成の推進に関する助成要綱」（昭和５５年中野区要綱

第４８号）等の積極的な活用を図る。 

エ．従前居住者の対策に関する基本方針及び実現方策 

① 従前居住者に対する基本的な考え方 

 従前居住者については、建替え後も地区内に住み続けられるよう、その条件整備を進める。 

 特に、高齢者世帯、障害者世帯及びひとり親世帯については、建替えに伴い新たな転居先の確保が

難しくなることが予想される。そのため社会資本整備総合交付金制度による都市再生住宅の借り上げ

制度の活用を検討するとともに「中野区住み替え住宅のあっ旋に関する要綱（平成３年中野区要綱第

１５９号）」、「中野区立福祉住宅条例」（平成１０年条例第１８号）の活用により、継続して地区内に

居住できるように整備を進める。 

② 都市再生住宅に関する基本的な考え方 

 当該地区に先駆けて既に「住宅市街地総合整備事業」等により住環境整備を進めている南台四丁目

地区では、平成９年２月に２６戸の都市再生住宅（リ・ライフ南台）が完成している。 

 当面は、この都市再生住宅により対応を図っていくが、事業の進捗によって、民間建設型都市再生

住宅の供給についても検討する。 

③ 従前居住者の入居等に関する事項 

 都市再生住宅への入居については、「中野区まちづくり事業住宅条例（平成８年中野区条例第２８

号）」により定める入居基準を満たす者を入居させる。 

 

３．整備地区の土地利用に関する事項 

（１）土地利用に関する基本方針 

 「安心して住み続けられるまち」の形成を図るため、土地利用の方針を次のように定める。 

ア．幹線道路沿道地区 

 区内の骨格道路である中野通り、方南通りの沿道では、延焼遮断帯としての機能の強化を図るため、

建物の耐火化を進めるとともに、土地の高度利用を図る。 

イ．近隣商店街地区 

 新山通りや南台商店街の沿道地区は、３～５階建ての商業、業務機能と住宅機能との調和がとれた快

適な商店街の形成を目指す。 

ウ．東京大学附属中等教育学校周辺地区 

 東京大学附属中等教育学校周辺地区の住宅地については、避難路の安全性の向上を図るため、道路基

盤の整備と併せ、共同化の積極的な推進、及び「東京都建築安全条例」に基づく新たな防火の規制によ



り耐火化を誘導し、中層住宅地として整備を図る。 

エ．住宅地 

 その他の住宅市街地については、戸建住宅と集合住宅を主体とした中層住宅地とし、「東京都建築安全

条例」に基づく新たな防火の規制により耐火化を誘導する。また、道路・公園及び広場等のオープンス

ペースの確保を図る。 

 

４．住宅等の整備に関する事項 

ア．主要な街区における住宅等の整備に関する事項 

団地名 

（工区名） 

（面積） 

事業手法 施行者 建設戸数 住宅建設の基本方針 

― ― ― ― ― 

イ．その他の街区における住宅等の整備に関する事項 

① 建替促進事業 

 建替促進事業により、約３７戸の良質な住宅の供給を行う。 

② 不燃化促進事業 

 広域避難場所周辺の建物の不燃化を行う。 

③ 耐震改修の促進 

 耐震改修及び耐震助成を活用し、耐震に問題のある住宅の耐震改修を行う。 

 

５．公共施設及び公益施設の整備に関する事項 

（１）主要な施設の整備に関する事項 

施 設 名 
整 備 の 内 容 

名 称 種別等 事業量 備   考 

公
共
施
設 

道   路 
生活道路 

用地取得 3,438.41㎡  

整  備 2,612.36㎡  

細街路 整  備 519.49㎡  

公園・緑地 公 園 
用地取得 176.85㎡ 

2箇所 
整  備 176.85㎡ 

下 水 道     

河   川     

そ の 他     

公
益
施
設 

 名 称 面 積 備   考 

教 育 施 設    

そ の 他    

ア．道路整備の方針 

① 幹線道路に関する基本方針 

 都市計画道路補助６２号線（方南通り）と補助２６号線（中野通り）のうち、後期事業化路線の補

助２６号線（中野通り）の早期事業化を関係機関に働きかける。 

② 主要生活道路に関する基本方針 

 広域避難場所である東京大学附属中等教育学校一帯への避難経路の確保、消防活動困難区域の解消、

生活環境の向上を図るため、幅員４ｍ以上の主要生活道路のネットワーク化を図る。主要生活道路の

整備にあたっては、従来、全面買収型、建替え誘導型により行なってきたが、これらに加え拡幅道路



部分において地権者に積極的に用地買収を働きかける公共整備型も用いて、歩行者が安心して歩ける

生活道路として積極的かつ効率的に整備を進める。また、広域避難場所である東京大学附属中等教育

学校一帯への、南台いちょう公園の整備に合わせて周辺道路の拡幅整備を行う。 

③ 狭隘道路に関する基本方針 

 「中野区生活道路の拡幅整備に関する条例」により路線ごとに住民との協議を進め、スミ切りの確

保、狭隘道路整備の推進を図る。 

④ 公園・広場の整備方針 

 広域避難場所である東京大学附属中等教育学校一帯に、南台いちょう公園を整備する。 

 また、概ね１５０㎡規模のポケットパークを整備し生活環境の改善及び延焼拡大の防止を図るとと

もに消防活動困難区域の解消を図るための消防水利の確保に努める。 

 

（２）その他の施設に関する事項 

 区では、平成７年から地域の葬祭や集会の場を確保し、地域福祉の増進を図ることを目的に町会・自治

会会館建設に対する助成を実施してきている。 

 当地区においても良好なコミュニティーの形成に資するため現行の区制度の活用による町会・自治会会

館建設について地元町会・自治会と検討する。 

 

６．その他必要な事項 

（１）事業施行予定期間 

 平成１０年度から令和９年度までの３０年間 

 

 

 


